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日吉津村地域防災計画の修正 

 
 日吉津村防地域防災計画の一部を次のとおり改正する。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中、下線が引かれた部分（以下「改正後部分」と

いう。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加え、改

正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削る。 

【風水害等対策編】 

頁 改     正     後 改     正     前 

 

 

 

1 

1 

《編全体》 

避難準備・高齢者等避難開始 

避難指示（緊急） 

第 1 章 総則 

第 1 節 計画作成の目的 

  日吉津村地域防災計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第

223 号）第 42 条の規定に基づき、村民生活の各分野にわたり重

大な影響を及ぼすおそれのある災害に対処するため、日吉津村の

地域における災害予防、災害応急対策及び災害復旧に関し、日吉

津村区域内の公共団体、公共的団体その他防災上重要な施設の管

理者の処理すべき事務又は業務の大綱を定め、これにより防災活

動を総合的かつ計画的に推進し、村民の生命、身体及び財産を災

害から保護するとともに、災害による被害を軽減し、もって社会

秩序の維持と公共の福祉の確保に資することを目的とする。 

《編全体》 

避難準備（要配慮者避難）情報 

避難指示 

第 1 章 総則 

第 1 節 計画作成の目的 

  この計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条

の規定に基づき、村民の生命、身体及び財産の安全と保護を図るた

め、日吉津村における災害の防止及び災害の軽減ならびに災害復旧

のための諸施策に関する基本的事項を総合的に定め、もって防災活

動の効果的な実施を図ることを目的とする。 

 



－ 2 － 
 

頁 改     正     後 改     正     前 

1 第 3 節 計画の基本方針 

   この計画は、本村の自然的、社会的条件等を十分に勘案し、

地域の実情に即したものとするとともに、大規模広域災害等に

関する経験と対策の積み重ね等により適宜見直しに取り組むも

のとする。 

   また、この計画は、防災関係機関の責任を明確にするととも

に、総合的かつ計画的な災害対策の整備と推進を図るものであ

り、計画の作成及び推進にあたっては下記に掲げる事項を基本

とする。 

 （1）災害時の被害を最小化する「減災」の考えに基づく災害対策

を推進する。 

 （2）「自らの安全は自らが守る」との観点から村民・事業所の役

割を明示する。 

 （3）村、県、防災関係機関及び村民の連携を推進する。 

 （4）防災関係機関相互の協力体制を推進強化する。 

 

 

 （5）被害を最小限に食い止めるための予防対策、災害発生時の応

急対策及び復旧対策を含む総合的な防災計画の確立を図る。 

 （6）各項目に関し、責任担当部署、必要な措置及び連携について

明示する。 

第 3 節 計画の基本方針 

 

 

 

 

この計画は、防災関係機関の責任を明確にするとともに、総

合的、計画的な災害対策の整備並びに推進を図るものであり、

計画の樹立及び推進にあたっては下記の諸点を基本とする。 

 

 

 

 （1）自主防災体制の確立 

 

 （2）村、県、防災関係機関及び村民それぞれの役割と連携 

 （3）防災関係機関相互の協力体制の推進 

 （4）災害対策事業の推進 

 （5）関係法令の遵守 
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頁 改     正     後 改     正     前 

1 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

10 

11 

 

12 

15 

 （7）女性及び高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に配慮を要 

する者（以下「要配慮者」という。）の多様な視点を活かした

対策の推進を図る。 

    具体的には、次に掲げる項目に基づき、実施体制の整備及び

対策の推進に努めるものとする。 

     ①～③ 略 

 （8）関係法令を遵守した計画の策定、対策の実施を行う。 

 

第 4 節 他の計画及び他の法令に基づく計画との関係 

   この計画は、「鳥取県地域防災計画」及び「日吉津村総合計画」 

の諸施策と整合性を図りながら策定する。 

   なお、強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減

災等に資する国土強靭化基本法（平成 25 年法律第 95 号）第

13 条に基づく「鳥取県西部町村国土強靭化地域計画（平成 30

年 3 月策定）」は、本計画の指針の一つである。 

 

第 9 節 村の概況と災害の記録 

P10～P11 にかけて、人口、面積、日付等を最新のものに変更 

 

第 2 章 災害予防計画 

第 8 節 消防計画 

１ 略 

 （6）女性、避難行動要支援者等の多様な視点を活かした対策の推

進 

 

     具体的には、次に掲げる項目に配慮するものとする 

 

   ①～③ 略 

 

 

第 4 節 他の計画及び他の法令に基づく計画との関係 

   この計画は、「鳥取県地域防災計画」及び「日吉津村総合計画」 

の諸施策と整合性を図りながら策定する。 

 

 

 

 

 

第 9 節 村の概況と災害の記録 

P10～P11 にかけて、人口、面積、日付等を最新のものに変更 

 

第 2 章 災害予防計画 

第 8 節 消防計画 

１ 略 
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頁 改     正     後 改     正     前 

15 

 

 

 

 

16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 組織 

 フロー図の消防団員数及び基準日を更新 

 

３ 略 

 

４ 消防団活動計画 

（1）出火防止及び初期消火 

   発災と同時に居住地付近の住民に対し、出火防止を広報す

るとともに、出火した場合は住民を監励して初期消火の徹底

を図る。 

 （2）米子消防署皆生出張所との相互協力 

    消防活動は、被害を最小限にとどめるため、火災その他の

防御の基本として、米子消防署皆生出張所及び消防団は一体

となって活動するものとする。 

 （3）救助及び救急措置 

    要救助者の救助及び救出の措置と負傷者に対しては、止血

その他の応急措置を行い、病院、医院又は安全な場所へ搬送

を行う。 

 （4）避難方向の指示 

    避難の指示、勧告がなされた場合は、これを住民に伝達す

るとともに関係機関と連絡を取りながら火勢の状況等正し

い情報に基づき、住民に安全な方向を指示する。 

２ 組織 

 フロー図の消防団員数及び基準日を更新 

 

３ 略 
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頁 改     正     後 改     正     前 

16 ５ 消防組織及び施設の整備充実対策 

 （1）消防施設 

  ①点検 

   火災発生の際に、直ちに出動し行動できるよう「消防訓練礼

式」により次の点検を行うものとする。 

  (ｱ)通常点検 

  (ｲ)特別点検 

  (ｳ)現場訓練 

   なお、上記点検のほか、消防用機械器具の異常の有無を早期

に察知し、火災出動に万全を期するため、軽易な点検を随時行

うものとする。 

  ②消防施設の現況及び整備計画 

   村は、消防庁から示された「消防力の整備指針」等に基づ

き、消防機械(消防ポンプ)、及び救助資機材等の消防施設につ

いて整備を行っているところであるが、引き続き年次的にこ

れら施設の整備に努め、、消防力の充実を図るものとする。 

 （2）消防組織 

    近年、地域防災力の中核的存在である消防団員の高齢化、

サラリーマン団員の増加等により減少傾向にあることから、

村は、消防団員定数の確保とともに消防団の充実強化と活性

化を図るため、次に掲げる取り組みを積極的に推進するもの

とする。 

４ 消防用施設の整備 

 

 （1）点検 

火災発生の際に、直ちに出動し行動できるよう「消防訓練礼

式」により次の点検を行うものとする。 

  ①通常点検 

  ②特別点検 

  ③現場点検 

    なお、上記点検のほか、消防用機械器具、消防用水利等消防

施設の異常の有無を早期に察知し、火災出動に万全を期するた

め、軽易な点検を随時行うものとする。 

 

 

 

 

 

 （2）消防団、消防協力団体の現況及び消防団の整備充実 

    村消防団の状況は近年、消防団員が高齢化、地域就業構造の

変化から減少傾向にあることから、村は消防団員定数の確保と

ともに、人員の確保として、女性消防団員の加入を検討すると

ともに、消防協力事業所制度の導入等により、民間企業の従業

員等が消防団に加入しやすくする仕組みづくりに努める。 
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頁 改     正     後 改     正     前 

16 

 

 

 

 

17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 

  ①消防団の人員確保 

  (ｱ)女性消防団員の加入促進 

  (ｲ)公務員、農協職員及び郵便局職員等への加入促進 

  (ｳ)民間企業の従業員等が勤務地の消防団に加入できる仕組み

づくり 

  ②消防団員の活動環境の整備 

  (ｱ)地域住民、被雇用者、女性が参加しやすい活動しやすい活 

動環境づくり 

   a 地域の実態に合った消防組織制度の多様化 

   b 被雇用者団員の活動環境の整備 

  (ｲ)地域住民・事業所の消防団活動への理解と協力の推進 

   a 地域の防災体制に関する検討・協議する場の設置 

   b 効果的な広報の展開 

   c 地域の各防災組織との連携強化 

 

 

 

６ 火災警報の伝達 

 （1）火災警報の伝達 

    鳥取県西部広域行政管理組合消防局長が発令した火災警

報は、次の系統図により、一般住民及び関係機関等に周知す

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （3）地域住民・事業所の消防団活動への理解と協力の推進 

  ①地域において、住民・事業所・自主防災組織等の協力を得る

ため、村、消防団が中心となり、地域の防災体制を検討・協

議する場を設置し、協力の範囲・方法等を協議する。 

  ②火災予防広報、消火訓練等消防団と住民が接する活動を積極

的に展開し、効果的な広報施策を実施する。 
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頁 改     正     後 改     正     前 

17 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 

 

 

 

 

 

17 

 

 

 

 

 （2）火災警報の発令 

    火災警報は、次表の各号のいずれかに該当し、鳥取県西部 

広域行政管理組合消防局長が必要と認めたときに発令する。 

 

 

７ 火災予防の徹底 

 （1）防火教育・広報の推進 

    火災予防運動週間等を通じ、広報誌、村ホームページ、

CATV 等の広報媒体を活用し、防火教育・広報活動を行い、

住民防火思想の普及と防火意識の高揚を図ることとする。 

  

８ 消防相互応援協定等による応援要請 

  村長は、災害の状況により村の消防力が不足すると判断した

ときは、鳥取県西部広域消防協定の締結市町への応援要請を行

う。 

  なお、緊急非常の場合は、「鳥取県下広域消防相互応援協定」

により締結市町へ応援要請を行う。 

 

 

 

 

 

５ 火災警報の伝達 

    火災警報は、次表の各号のいずれかに該当し、鳥取県西部広域 

行政管理組合消防局長が必要と認めたときに発令し、村民及び関 

係機関等に周知するものとする。 

 

６ 火災予防の徹底 

 （1）火災予防 

    火災予防運動週間等を通じ、火気を取扱う設備器具等を重点

的に検査するとともに、火災予防のための指導もあわせ行うも

のとする。 

  

 

 

 

 

鳥取県西部広域行政管

理組合消防局長 日吉津村 

消防団 

住 民 
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頁 改     正     後 改     正     前 

18 

 

 

 

 

21 

 

 

22 

９ 緊急消防援助隊に係る体制の整備 

  村は西部広域行政管理組合消防局と連携し、緊急消防援助隊

の派遣・受入について「緊急消防援助隊鳥取県応援・受援計画」

の定めるところにより、応援及び受援体制を整えるものとする。 

 

第 15 節 避難体制の整備計画 

１～２ 略 

 

３ 避難勧告等及び避難情報（警戒レベル）の発出体制の整備 

 （1）避難勧告等についての事前周知 

  ① 村は、災害が発生するおそれがある場合などに住民が適

時的確な判断ができるよう、住民に対して避難勧告等や警

戒レベルの意味及び発出時に取るべき行動並びに避難行動

の種類について、村ホームページ、広報誌、CATV 等各種の

広報媒体により日頃から十分な周知を図るものとする。ま

た、村は、一人ひとりの居住等にどの災害リスクがあり、ど

のような時にどのような避難行動をとるべきかについて、

日ごろから周知徹底を図る取組を行うものとする。なお、市

町村長が発令する避難勧告等が居住者等に求める行動の詳

細は表１のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

第 15 節 避難対策の強化 

１～２ 略 

 

３ 避難勧告等の基準の策定 

 （1）避難勧告等の判断・伝達マニュアルの策定 

    「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」に

基づき、村長が、的確に避難勧告等を行うために、下記の項

目について記載したマニュアルを早急に整備するものとす

る。 

    なお、マニュアル策定にあたっては、災害の特性と住民等

に求められる避難行動（事態の切迫した状況下では、計画さ

れた避難場所等に避難することが必ずしも適切でなく、自宅

や近隣建物の 2 階等に緊急的に避難するなどの行動）に関し

て留意するとともに、住民等への十分な周知を行うものとす

る。 
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頁 改     正     後 改     正     前 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 水                       害 

(1) 対象とする災害及び

警戒すべき区間・箇所 

村民が避難行動を取る必要のある河川と区間を特定（過去の浸

水実績、浸水想定、河川の特徴に関する情報） 
  

(2) 避難すべき区域 水位観測点ごとに特定の水位到達時に避難が必要な区域を特定

（人的被害の危険性に関する情報） 
  

(3) 避難勧告等の発令の

判断基準・考え方 

ア 

イ 

村民が避難所等へ避難するために必要な時間を把握 

避難すべき区域毎に避難準備・高齢者等避難開始、避難

勧告、避難指示（緊急）の発令基準・考え方を策定（災

害時に入手できる実況情報等） 

 

  
(4) 避難勧告等の伝達方

法 

ア 

イ 

伝達文の内容の設定 

伝達手段・伝達先の設定（情報伝達手段の整備状況、地

域の防災体制） 
 
 

(5) その他留意すべき災

害特性 

外水氾濫（河川の氾濫等）、内水氾濫（市街地の水はけの悪

化、水路等の氾濫等）  

 （2）避難勧告等についての事前周知 

    住民等に対して避難準備を呼びかけ、避難行動要支援者の避難行

動求める避難準備（要配慮者避難）情報を制度的に位置づけるとと

もに、避難勧告等の意味合いについてホームページや各種の広報媒

体により、十分な周知を図るものとする。 
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頁 改     正     後 改     正     前 

22 表１ 避難勧告等により立ち退き避難が必要な居住者等に求める行動 

 
※1 近隣の安全な場所：指定緊急避難場所ではないが、近隣のより安全な 

場所・建物等 

※2 屋内安全確保：その時点に居る建物内において、より安全な部屋等へ 

の移動 

注 突発的な災害の場合、市町村長からの避難勧告等の発令が間に合わない

こともあるため、自ら警戒レベル相当情報等を確認し避難の必要性を判

断するとともに、身の危険を感じたら躊躇なく自発的に避難する。特に、

津波について、居住者等は、津波のおそれのある地域にいるときや海沿

いにいるときに、地震に伴う強い揺れ又は長時間ゆっくりとした揺れを

感じた場合、気象庁の津波警報等の発表や市町村長からの避難指示（緊

急）の発令を待たずに、居住者等が自発的かつ速やかに立ち退き避難を

することが必要である。 

【三類型の避難勧告等一覧】 

 

 

 

 

 

 

情報の種類 発令時の状況 住民等に求める行動 

避難準備・高齢

者等避難開始 

要配慮者等、特に避難行動に

時間を要する者が避難行動を

開始しなければならない段

階。人的被害の発生する可能

性が高まった状況 

要配慮者、特に避難行動に時

間を要する者は、計画された

避難場所への避難行動を開始

（避難支援者は支援行動を開

始） 

これ以外の者は、家族等との

連絡、非常用持出品の用意

等、避難準備を開始 

避難勧告 

通常の避難行動ができる者が

避難行動を開始しなければな

らない段階。人的被害の発生

する可能性が明らかに高まっ

た状況 

通常の避難行動ができる者

は、計画された避難場所等へ

の避難行動を開始 

避難指示（緊

急） 

・前兆現象の発生や現在の切

迫した状況 

・人的被害の発生する危険性

が非常に高いと判断された状

況 

・堤防の隣接地等、地域の特

性等から人的被害の発生する

危険性が非常に高いと判断さ

れた状況 

・人的被害が発生した状況 

避難勧告等の発令後で避難中

の村民は、確実な避難行動を

直ちに完了 

まだ避難していない対象村民

は、直ちに避難行動に移ると

ともに、その暇がない場合は

生命を守る最低限の行動 
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  ② 村は、避難勧告等発出時に住民が有効な避難行動をと

ることができるよう、次に掲げる事項について周知を図

るものとする。 

  (ｱ)避難場所、避難施設、避難経路 

  (ｲ)避難勧告等発出時の自主避難 

  ③ 村は、避難情報（警戒レベル）発出時に住民が災害状況

を的確に把握し、有効な避難行動をとることができるよ

うに、具体的な内容を含めた分かりやすい情報発信を行

うものとする。 

 
 情報発信の例 

  ④ 村は、住民の迅速的確な避難行動を確保するため、夜間

等に災害が起こるおそれがある場合には携帯電話や防災

ラジオ等を就寝時も身近に置く等、確実に避難勧告等の

情報が入手できるような行動をとることについて、平 

《避難勧告の場合》 

 こちらは、日吉津村です。 

 〇〇地区に洪水に関する警戒レベル 4、避難勧告を発令しました。〇〇川が氾

濫するおそれのある水位に達しましたので、〇〇地区の方は速やかに〇〇避難所

へ全員避難を開始してください。避難所への避難が危険な場合は、近くの安全な

場所に避難するか、屋内の高いところに避難してください。 
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   常時から住民への啓発を行うものとする。 

 （2）ハザードマップの配布 

    村は、以下の事項を記載したハザードマップを作成し、印

刷物の配布、ホームページへの掲載等により住民に提供す

るものとする。配布したハザードマップについては、住民に

対する防災意識の啓発や、知識の習得に役立てるため、活用

方法等について住民等への周知を図るものとする。 

 （3）住民主体の地域防災力の向上の促進 

    村は、住民自らが地域で発生するおそれのある災害の危険

性について理解し、その危険性を踏まえた避難場所、避難経

路及び災害発生が切迫している状況での応用行動（予測が可

能な災害で、安全に避難が出来る場合、できる限り早い段階

で危険な場所からの立ち退き避難を行うことが重要である

が、避難のため立ち退きを行うことにより、かえって生命・

身体に危険が及ぶおそれがあると住民自身が判断するとき

は、次善策として 2 階以上の階の部屋への屋内退避を行う等、

屋内での退避等の安全確保措置も有効であること）を理解す

る取組を進めるものとする。 

区分 項目 根拠法例 

洪水浸水想定 

区域(法定) 

洪水浸水想定区域図、浸水した場合に

想定される水深、洪水予報等の伝達方

法、避難場所等 

水防法施行規則第 4 条① 

津波の危険性 津波災害警戒区域、津波浸水想定区

域、津波警報等の伝達方法、津波発生

時の避難場所等 
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 （4）支え愛避難所への避難と必要な支援の実施 

    鳥取県防災及び危機管理に関する基本条例では、地域住民

が自主的に避難し運営することを前提に、日ごろから地域で

管理している最寄りの公民館や集会所等を活用した自主避難

所を「支え愛避難所」として、避難所の一形態として位置付

けている。 

    村は、支え愛避難所の開設を確認した場合、その安全性等

を確認するとともに、必要な支援を行うよう努めるものとし、

県は村に対し必要な支援を行うものとする。 

 

４ 避難勧告等の判断基準、対象地域、伝達手段 

 （1）避難勧告等の発出基準 
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23     本村における災害の避難勧告等の発出基準は、次の表のと

おりである。 
 

区分 避難準備・高齢者等避難開始 避難勧告 避難指示(緊急) 

水 

害 

１ 洪水予報河川で、氾濫注意

水位を超え、なお水位の上昇

のおそれがあり、避難判断水

位に到達することが見込まれ

るとき。 

２ 水位周知河川で、氾濫注意

水位を超えなお水位の上昇

のおそれがあり、避難判断水

位に到達することが見込まれ

るとき又は、洪水警報の危険

度分布で「警戒」(赤色)が表

示されたとき。 

１ 洪水予報河川で、避難

判断水位を超え、なお水

位の上昇のおそれがあ

り、氾濫危険水位に到達

することが見込まれると

き。 

２ 水位周知河川で、避難

判断水位を超えなお水

位の上昇のおそれがあ

り、氾濫危険水位に到達

することが見込まれるとき

又は、洪水警報の危険度

分布で「非常に危険」(薄

い紫色)が表示されたと

き。 

３ 堤防の決壊につながるよ

うな漏水等を発見したと

き。 

１ 洪水予報河川で、氾濫

危険水位を超え、なお水

位の上昇のおそれがある

とき。 

２ 水位周知河川で、氾濫

危険水位を超え、なお水

位の上昇のおそれがある

とき。 

３ 堤防が決壊し、又は堤

防の漏水や亀裂等を発

見したとき。 

津 

波 

 

 １ 津波注意報、津波警報、

大津波警報が発表された

とき。 

２ 停電、通信途絶等によ

り、 津 波 警 報 等 を 適 時 

に受けることができない

状況において、強い揺れ

を感じた場合、あるいは

揺れは弱くても 1 分程度

以上の長い揺れを感じた

とき。 

そ 

の 

他 

１ 災害が発生し、又は発生する

おそれがある場合で、人的被

害の発生する可能性が高まっ

たとき。 

１ 災害が発生し、又は発

生するおそれがある場合

で人的被害の発生する

可能性が明らかに高まっ

たとき。  

１ 災害が発生し、又は発

生するおそれがある場合で

人的被害が及ぶ危険性が

非常に高いと判断された場

合、又は人的被害が発生し

たとき。 

２ 特別警報が発表されたと

き。 

 

  



－ 15 － 
 

頁 改     正     後 改     正     前 

24 

 

 （2）水害、津波災害の対象区域等 

  ① 河川等の氾濫 

    本村における水害（河川の氾濫）の避難勧告等の対象地域

は、国、県が作成した河川ごとの浸水想定区域図で示された

全地域とする。河川ごとの避難勧告等の判断基準となる水

位観測所の水位、避難勧告等の対象地域は、下表「河川ごと

の避難勧告等判断基準水位・対象地域等一覧表」のとおりで

ある。 

 
河川ごとの避難勧告等判断基準水位・対象地域等一覧表 

 
 
 
 
 

河川名 
水位 

観測所 
勧告等の区分 基準となる水位 対象地域 

日野川

(洪水予

報河川) 

溝口 

避難準備・高齢者

等避難開始 

氾濫注意水位 ２．６０m 村内全域

（初期の

段階で

は、日吉

津上 1、日

吉津上 2、

海川自治

会） 

避難勧告 避難判断水位 ３．４０ｍ 

避難指示(緊急) 氾濫危険水位 ３．８０ｍ 

車尾 

避難準備・高齢者

等避難開始 

氾濫注意水位 ２．６０ｍ 

避難勧告 避難判断水位 ４．６０ｍ 

避難指示(緊急) 氾濫危険水位 ５．５０ｍ 

佐陀川

(水位周

知河川) 

尾高 

避難準備・高齢者

等避難開始 

氾濫注意水位 １．５０m 海川自治

会（海川

新田地区

も含む） 

避難勧告 避難判断水位 ２．００ｍ 

避難指示(緊急) 氾濫危険水位 ２．６０ｍ 
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24   ② 津波被害 

    本村における津波被害に係る避難勧告等の発令対象地域

は、鳥取県が津波防災地域づくりに関する法律《以下、「津

波防災地域づくり法」という。》（平成 23 年法律第 123 号）

第 8 条第 1 項の規定に基づき公表（平成 30 年 3 月）した津

波浸水想定の浸水区域とし、情報の区分に応じた対象地域

は下表のとおりとする。いかなる津波であっても、危険地域

からの一刻も早い避難が必要であることから、「避難準備・

高齢者等避難開始」「避難勧告」は発令せず、基本的には「避

難指示（緊急）」を発令するものとする。 

    ただし、遠隔地震による津波の場合は、気象庁が、津波警

報等が発令される前から津波の到達予想時刻等の情報を

「遠地地震に関する情報」の中で発表される場合があるた

め、この「遠地地震に関する情報」の後に津波警報等が発表

される可能性があることを認識し、「避難準備・高齢者等避

難開始」「避難勧告」の発令を検討するものとする。 
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 （3）避難勧告等の伝達方法 

    水害に係る洪水予報、避難勧告等の浸水想定区域への情報伝達

に関する伝達方法については下図のとおりである。 

 

 

勧告等 

の区分 

情報の区分及び発表基準 対象者・対

象地域 

情報伝達

方法 

避難指示 

（緊急） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

 

 
（３）に示

す 伝達 方

法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

津波注意報 予想される津波の高

さが高いところで、

0.2m以上、1m以下の場

合であって、津波によ

る被害の恐れがある

場合 

今吉自治会

及び海川自

治会の沿岸

部 

津波警報 予想される津波の高

さが高いところで 1m

を超え、3ｍ以下場合 

農道 3 号線

以北の全域

（今吉、海

川、富吉） 

大津波警報 予想される津波の高

さが高いところで 3ｍ

を超える場合 

農道 3 号線

以北の全域

（今吉、海

川、富吉） 

② 

停電、通信途絶等により、津波警報

等を適時に受けることができない状

況において、強い揺れを感じた場

合、あるいは揺れは弱くても 1 分程

度以上の長い揺れを感じた場合 

農道 3 号線

以北の全域

（今吉、海

川、富吉） 
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避難勧告等の伝達方法図 

 
第 16 節 避難行動要支援者の避難支援体制の整備計画 

 （2）避難行動要支援者名簿の作成 

  ③ 略 

    なお、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合にお

いて、避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護する

ために特に必要があると認めるときは、避難支援等の実施に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 16 節 避難行動要支援者の避難支援体制の整備計画 

 （2）避難行動要支援者名簿の作成 

  ③ 略 
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   必要な限度で、避難支援者等関係者その他の者に対し、本人

の同意を得ることなく、名簿情報を提供することができる

ものとする。 

  ④ 略 

 （3）・（4） 略 

 （5） 要配慮者利用施設における体制整備 

  ① 村は、平時から社会福祉施設、学校医療施設などの要配慮

者が利用する施設（以下「要配慮者利用施設」という。）で

の災害時の受入・支援体制を整備するものとする。また、水

防法及び津波防災地域づくり法の規定に基づき、要配慮者

利用施設に係る警戒避難体制の整備を行うものとする。 

   (ｱ) 災害時の応援協定の締結 

   (ｲ) 福祉避難所としての指定 

   (ｳ) 災害時の連絡経路及び支援体制の確立 

   (ｴ) 施設利用方法等を確認 

  ② 村は、県及び施設管理者と連携して、要配慮者利用施設の

防災設備、資機材の整備、施設内職員の防災組織、緊急連絡

体制の整備及び防災教育・訓練の実施に努めるものとする。 

  ③ 村は、避難所予定施設のバリアフリー化の推進に努める

ものとする。 

   

 

 

 

  ④ 略 

 （3）・（4） 略 
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27 ４ 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難を確保するための措置 

  水防法第 15 条第 1 項及び第 2 項の規定に基づき、以下の事項

を定める。 

  なお、本村において指定済の浸水想定区域は日野川水系日野

川と佐陀川水系佐陀川である。 

 （1）避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 

  ① 避難施設その他の避難場所 

    村は、洪水、高潮、内水はん濫を対象とした指定緊急避難

場所等をあらかじめ指定しており、これらの異常現象が発

生した場合又は発生するおそれがある場合の避難先とし

て、それぞれの異常現象に応じた指定緊急避難場所等を活

用することを基本とする。具体的な指定緊急避難場所等は、

資料編第 3 章災害応急対策計画第 6 節避難計画のとおりで

あり、村ホームページに掲載し、村民等への周知を図ってい

る。なお、本村には、高潮及び内水はん濫の対象となる地域

はない。 

  ② 避難路その他の避難経路 

    本村においては、過去に浸水等の被害の発生もなく危険

箇所もないことから、現状では避難路は定めていない。しか

し、橋を渡って避難することは危険性が伴う場合があるた

め、気象状況が悪化してから橋を渡ることは避けることを

周知するとともに、橋を経由しない避難先の確保（市町村区 
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域を超えた広域避難となる場合を含む）を行うよう努め

る。 

 （2）洪水、雨水出水又は高潮に係る避難訓練の実施に関する事項 

    本村では、住民や企業等への協力を求めつつ、総合防災

訓練等の機会を活用する等し、浸水想定区域内の住民等に

対し、水害に係る避難訓練を実施するよう努める。 

  (3) 浸水想定区域内に所在する要配慮者利用施設等 

  ① 地下街等でその利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難

の確保及び洪水時等の浸水の防止を図る必要があると認め

られるもの。 

    なお、本村において該当する施設はない。 

  ② 日吉津村地域防災計画にその名称及び所在地が定められ 

た要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、水防法に基づ

き、避難確保計画を策定し、避難訓練を実施するものとす

る。なお、水防法に基づく浸水想定区域内の要配慮者利用施

設は、下表のとおりである。 
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洪水による浸水想定区域内の要配慮者利用施設一覧 

分類 施設名 所在地 
対象河川 

想定最大規模

浸水深 日野

川 

佐陀

川 

社 会 福 祉

施設 

日吉津村社会福祉

協議会 
日吉津 973‐9 〇  

0.5 ～ 3m 未

満 

社 会 福 祉

施設 
きずな 日吉津 422 〇 〇 

0.5 ～ 3m 未

満 

社 会 福 祉

施設 
サンライズひえづ 今吉 202‐1 〇  

0.5 ～ 3m 未

満 

社 会 福 祉

施設 

日吉津村デイサー

ビスセンター 
日吉津 973‐9 〇  

0.5 ～ 3m 未

満 

社 会 福 祉

施設 
チューリップホーム 今吉 204‐1 〇  

0.5 ～ 3m 未

満 

社 会 福 祉

施設 
いちごの広場 日吉津 2,282 〇 〇 

0.5 ～ 3m 未

満 

社 会 福 祉

施設 
日吉津保育所 日吉津 967‐2 〇 〇 

0.5 ～ 3m 未

満 

社 会 福 祉

施設 
日吉津村立児童館 日吉津 970‐2 〇 〇 

0.5 ～ 3m 未

満 

社 会 福 祉

施設 
日吉津ベアーズ 日吉津 84‐1 〇 〇 

0.5 ～ 3m 未

満 

社 会 福 祉

施設 

パジャちゅうりっぷ

保育園 

日吉津 1,160‐

1 
〇 〇 

0.5 ～ 3m 未

満 

学校 日吉津小学校 日吉津 872‐12 〇 〇 
0.5 ～ 3m 未

満 

※ なお、これらの施設の所有者又は管理者に対する洪水予報等

の伝達方法は、各施設への FAX 送信または電話連絡とし、

個別の連絡方法については各施設と協議の上別途定める。 

 （4）その他洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項 
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  ① 洪水ハザードマップの作成 

    村は、洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、

水防法第 15 条第 4 項の規定に基づき洪水ハザードマップ

を作成し、村民等へ配布するとともに村ホームページに掲

載するなど村民等への周知を行うものとする。 

  ② ため池ハザードマップの作成 

    村は、重要ため池のハザードマップを作成し、住民への周

知に努めるものとする。なお、本村においてため池は存在し

ない。 

 

第 20 節 自治体の広域応援体制の整備計画 

１ 目的 

  この計画は、大規模災害により著しい被害が発生した場合に

おいて、県内及び当該市町村内の消防防災力をもってしてもこ

れに対処できない場合に、県内若しくは県外の自治体及び国の

機関等の応援を求め、災害応急対策の推進を図るための体制整

備を目的とする。 

 

２ 広域応援体制について 

  本節において想定する広域応援の体制は、次のとおりである。 

（1）県内市町村の要請に基づく、他の市町若しくは県による応援 

（2）県の要請に基づく、他都道府県及び国の機関等からの応援 
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３ 応援・受援体制の準備 

（1）県及び市町村は、応援要請があった場合に速やかな応援を

実施できるよう、応援計画を定め、その計画に基づく派遣職

員の編成、携行資機材、使用車両、応援の手順等について事

前に準備しておくものとする。 

（2）関係機関は、応援要請があった場合において速やかな応援

を実施できるよう、事前に準備しておくものとする。 

（3）県及び市町村は、災害の規模や被災地ニーズに応じて円滑

に他の市町村、県、関係機関等から応援を受けることができ

るよう、受援計画を定め、その計画に基づく応援・受援に関

する連絡・要請手順、応援機関の活動拠点等について事前に

準備しておくものとする。 

 

４ 県内自治体の相互応援 

（1）県及び県内全市町村は相互応援協定を締結済（協定につい

ては資料編を参照） 

（2）県（危機管理局）及び市町村は、県内市町村の相互応援の

仕組み作りとして、県と被災地外市町村とが連携して被災市

町村を支援する体制の整備に努める。 

 

５ 県外自治体との相互応援体制の整備（県外自治体等との協定

については資料編を参照） 
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（1）徳島県町村会との相互応援協定の締結 

   村は、鳥取県町村会と徳島県町村会とが締結している、危機

事象発生時相互応援協定（カウンターパート方式により、本村

は A ブロックに所属）により、発災時の応援・受援体制の整備

を図るものとする。また、村は、両県の町村会を通じ、両県の

町村における相互応援体制の構築の促進に努めるものとする。 

（2）県外市町村との相互応援協定 

   村は、被災地外からの人的・物的応援が有効であることから、

できるだけ多くの県外市町村との災害時応援協定の締結に努

める。特に、大規模災害等で相互応援協定を結んだ地方公共団

体との同時被災を避けるため、遠方の地方公共団体との協定の

締結に努めるものとする。なお、協定を締結した場合は、下記

に留意すること。 

 ①発災時に受援側の窓口が早期に立ち上げることができる体制

の整備 

 ②平素から実践的な訓練の実施（相互に物資輸送の方法・ルート

の確認等） 

 

第 21 節 応援・受援計画 

１ 目的 

  この計画は、災害が発生した場合において、県及び市町村が災

害応急対策を含む業務の継続に必要な資源を確保するため、災 
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害の規模や被災地のニーズに応じて他の地方公共団体等から円

滑に応援を受けることができる体制又は応援することができる

体制を整備することを目的とする。 

 

２ 応援・受援の総則 

（1）応援・受援の定義 

 ① 応援 

   応援とは、災害時に災害対策基本法や災害時相互応援協定

などに基づき、又は自主的に人的・物的資源などを支援・提

供することをいう。 

 ② 受援 

   受援とは、災害時に他の地方公共団体や指定行政機関、指定

公共機関、民間企業、NPO やボランティアなどの各種団体か

ら、人的・物的資源などの支援・提供を受け、効果的に活用

することをいう。 

 

３ 受援計画 

（1）受援体制の整備 

 ① 村及び関係機関は、他県等からの応援が得られた場合にお

いて速やかな受入体制を構築できるよう、平時から体制整備

に努める。なお、連携体制の整備について、平時から行うべき

主な取組は次のとおりである。 
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  ア 応援及び受援の実施に必要な組織体制を整備する。 

  イ 応援及び受援に関する計画等を策定し、定期的に見直す

とともに、必要に応じて修正するなど努める。 

  ウ どの業務に対し、どのような人的・物的資源が必要か、保

有している資源はどのくらいあるかを整理し、把握してお

く。 

  エ 研修や訓練等の実施により、応援・受援の実効性を高める

とともに、関係機関や自治体同士で相互理解を深め、良好な

関係を構築する。 

  オ 災害時の受援に関する庁内全体の取りまとめや、県との

調整等を行う庁内全体の受援担当者を 2 名以上、あらかじ

め選定しておくこと。なお、受援担当の業務は相当量となる

ことが見込まれるため、できる限り専任の担当を 1 名以上

配置するように努めること。 

  カ 罹災証明書交付や避難所運営など応援職員を受け入れる

可能性のある災害対応業務の担当部署に、庁内全体の受援

担当者との調整等を行う受援担当者をあらかじめ選定して

おくこと。 

 ② ボランティアとの連携 

   村は、ボランティアの自主性を尊重しつつ、日本赤十字社、 

社会福祉協議会、ボランティア団体及び NPO 等との連携を図 

るとともに、中間支援組織（ボランティア団体、NPO 等の活 
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動の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）

を含めた連携体制の構築を図り、災害時においてボランティ

ア活動が円滑に行われるよう、その活動環境の整備を図るも

のとする。 

   また、プロボノ（職業上持っている知識・技能、資機材を活

かして社会貢献するボランティア）についても、連携を図る。 

   具体的には、相互に情報共有する場を設け、各団体の支援可

能な能力の把握、緊急時の連絡体制の確認などを行うよう努

めるものとする。 

（2）連絡体制 

   県（危機管理局）、市町村及び関係機関は、応援要請を行う際

の連絡調整が円滑に行われるよう、緊急連絡先の確認やホット

ラインの構築、応援要請手順を定めておくなど、あらかじめ連

絡体制等の整備に努める。 

 （3）活動拠点 

   ① 村災害対策本部における受入 

     村は、災害時に派遣される関係機関や県及び県内外の他 

自治体等の応援職員が、執務を行うために必要となるス

ペース（事務室、会議室等）をあらかじめ選定しておき、

受入体制を整備するものとする。 

  ② 応援部隊の活動拠点等 

    村は、自衛隊等の大規模な応援部隊を受け入れた際の活 
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  動拠点等をあらかじめ定め、施設管理者及び所有者と利用に

ついて協議調整しておくとともに、平時から周知を図るもの

とする。なお、拠点等の設定にあたっては、避難所や物流拠点

等、他の用途との重複の状況や、優先順位について留意するも

のとする。 

 

４ 応援計画 

  他の自治体への応援については、風水害等対策編第 2 章第 20

節「自治体の広域応援体制の整備計画」による。 

 

第 22 節 災害時の事業継続計画（BCP） 

    この計画は、相互にサプライチェーンで深く結びついてい

る、村、県、医療機関、福祉施設、企業がその役割を果たす

ため、災害により被害を受けても重要業務を中断させず、或

いは、中断しても可能な限り短い期間で再開するよう、事業 

活動の中断が及ぼす影響をあらかじめ把握し、継続すべき重

要業務や中断した際の復旧時間等の目標を設定し、「事業継

続」の達成に向けた取組みを推進することを目的とする。 

    なお、鳥取県内における BCP 策定にあたっての基本的な

考え方、運用については、平成 24 年 6 月に鳥取県版業務継

続計画（BCP）策定推進会議が策定した「鳥取県版業務継続

計画（BCP）策定推進に関する基本指針」に基づくものとす 
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  る。 

 

１ 基本理念と方針 

 （1）BCP 策定主体 

    村、県、医療機関、福祉施設、企業 

 （2）基本理念 

    災害時における早期復旧・復興のため、各 BCP 策定主体

が連携し、安全・安心で豊かな暮らしを継続する。 

 （3）基本方針 

  ① 人命の救出・救助を第一とし、被害の拡大を防止するとと

もに、行政、企業等の機能の低下に伴う、村民の生活や経済

活動への影響を最小限にとどめるため、災害応急対策を中

心とした非常時優先業務を最優先に実施する。 

  ② 非常時優先業務の実施に必要な人員、資機材等の資源の

確保・配分にあたってはオール鳥取県で考え、更に不足す 

る場合は、広域的に応援を求め、それを受け入れていく。 

  ③ 通常業務は非常時優先業務を最優先とし、業務資源（リソ

ース）の回復状況に応じて、順次、早期に再開を目指す。 

 

２ BCP 策定の目的 

 （1）各主体が、いつ発生するかを予測できない災害（危機）に

対して、村民が安心して豊かに暮らすために必要な業務（各 
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種サービス、医療、福祉、就労、生産、販売等）を継続する

ための手順、戦略を日頃から備えておくことにより、適切な

対応を迅速に実施する。 

 （2）自治体の機能を喪失させない体制づくりによる継ぎ目のな

い被災者支援 

 （3）企業活動の継続・早期復旧による被災地の早期復興のため

の体制づくり 

 （4）村内企業の災害（危機）対応能力向上による優位性の確保

（顧客への安定的なサービスの確保） 

 （5）業務に必要な資源に着目することにより、全ての災害（危

機）に対応し、PDCA サイクルによるスパイラルアップによ

りその実効性を高めて、安全・安心で豊かに暮らせる地域づ

くりを目指す。 

 

３ BCP の策定推進にあたっての留意事項 

 （1）面的 BCP（村、県、医療、福祉施設、企業）の推進 

  ① これまでの点の災害から面の災害に対する対応へ（局所

から広域への対応とタイムラインと被害想定の足並みを揃

えた BCP の策定へ） 

  ② 村全体の事業継続力を向上させ、早期の復興が図れるよ

うにするとともに、地域防災力の向上と村内産業の他地域に 

対する優位性の保護・地域住民の安全・安心で豊かな暮らし 
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の確保にも努める。 

 （2）あらゆるリスクへの対応 

  ① 業務に必要な資源（リソース）の検討とそれらの代替方策

の検討などによる、あらゆる被害への対応。 

  ② 資源別対策により、災害（危機）によって結果的に生じる

状況への対応とケース（シナリオ）別に、方針、資源対応、

重要業務の選定・復旧目標を想定。 

  ③ 計画策定後においては、ケース別訓練等により、PDCA に

よる計画の実効性を確保し、更に、並行して、必要なリスク

コントロール対策を計画的に進める。 

 

４ 自治体による支援 

 （1）村及び県は、企業等の事業継続計画の作成が競争力を高め、 

取引先の信頼を勝ち取り、社会的責任（CSR）を果たすこと 

に繋がって企業等の価値を向上させることから、事業継続計

画を作成するうえで必要な知識を習得する機会の提供やアド

バイスの実施、どのような災害リスクを選ぶかの判断材料と

なる被害予測の提供等、企業等の事業継続に向けた取組みを

積極的に支援するものとする。 

（2）村及び県は、自らと企業等が相互にサプライチェーンで深 

く結びついていることを踏まえながら、契約等の締結にあた

って相手方に事業継続計画の作成を求めるなど、事業継続の 
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取組の普及を図るものとする。 

 

５ 村の事業継続計画 

 （1）村の事業継続計画は、地域防災計画の想定を超えた災害が

発生した場合、人的又は物的資源が大きく損壊し、地域防災

計画では災害対応が困難だと考えられるときに発動し、災害

時優先業務を実施することにより、災害発生による村民の生

命、安全等への影響を最小限にすることを目的として策定す

る。 

 （2）村における事業継続計画の策定方針 

  ① 村は、県の事業継続計画策定の取組みに準じて、災害等発

生時の通常業務の継続、再開及び災害時に実施すべき業務

を災害時優先業務と規定し、その実施に向けた仕組みを検

討する。 

       ア 必要最小限の人員及び資機材等条件に照らし、個別

の業務の開始時間の目標や実施レベルの目標を示すこ

と。 

    イ 被災時には災害時優先業務が優先されること。 

    ウ 平常時の業務の継続及び再開については、住民の生

活に影響の大きいものを検討し、優先度に応じて継続

又は再開すること。 
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44 

    エ 人員及び資機材の確保について、以下のとおり配意

すること。 

・ 勤務時間外や職員の負傷等により、職員が参集でき 

ず、少数の職員で対応しなければならない状況での業 

務実施について計画すること。 

・ 業務実施責任者・意思決定者との連絡がつかない場 

合の、責任者をあらかじめ定めておくこと。 

・ 重要施設等については、施設被災時の代替施設やバ 

ックアップ設備の確保について、定めておくこと。 

  ② 事業計画策定後は、緊急時に計画どおり実施できるよう、

計画の全職員への周知を徹底するとともに、訓練等の実施

により実効性を高めるものとする。 

 

第３章 災害応急対策計画 

第３節 通信情報計画 

２ 気象警報等の種類等 

  気象観測や各種解析をすることによってなされる予報及び警

報は、気象庁が気象業務法の規定により行い、報道機関の協力を

得て公衆に周知させるとともに関係機関に通知する。 

  鳥取県地域における気象等の予報及び警報については、鳥取 

地方気象台が発表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 災害応急対策計画 

第３節 通信情報計画 

２ 気象警報等の種類及び発表基準 

 （1）大雨注意報・警報発表基準 

    （表）略 

 （2）洪水注意報・警報発表基準 

    （表）略 
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頁 改     正     後 改     正     前 

44  （1）気象警報等の種類 

    特別警報・警報・注意報は、台風や低気圧等に伴う暴風・

大雨等によって被害が想定されるときに、早めに警戒や注意を促

し、災害予防・軽減を図ることを目的として発表される。 

 

 

 （3）大雨、洪水以外の注意報・警報発表基準 

    （表）略 

 （4）気象等に関する特別警報の発表基準 

    （表）略 

 （5）津波・火山・地震(地震動)に関する特別警報の発表基準 

    （表）略 
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頁 改     正     後 改     正     前 

44  〇鳥取県の特別警報・警報・注意報の基準 
【注意報】 
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頁 改     正     後 改     正     前 

45 【警報】 
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頁 改     正     後 改     正     前 

45 

 

46 
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【特別警報】 

 
〈参考〉 

 ※土壌雨量指数とは、降雨による土砂災害発生の危険性を示す 

指標で、土壌中に溜まっている雨水の量を示す指数。解析雨量、

降水短時間予報を基に、5km 四方の格子（メッシュ）ごとに算出

する。 

※表面雨量指数とは、短時間強雨による浸水危険度の高まりを把

握するため、降った雨が地表面にどれだけ溜まっているかを数値

化したもの。 
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頁 改     正     後 改     正     前 
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※流域雨量指数とは、河川の上流域に降った雨により、どれだけ

下流の対象地点の洪水危険度が高まるか把握するための指標。河

川流域を 1km 四方の格子（メッシュ）に分けて、降った 

雨水が地表面や地中を通って時間をかけて河川に流れ出し、さら

に河川に沿って流れ下る量を、タンクモデルや運動方程式を用い

て数値化したもの。 

 ※複合基準とは、河川の水量が増しているところに強い雨が降る

と水害が発生しやすくなるため、表面雨量指数と流域雨量指数を

組み合わせた基準。 

 ※「指定河川洪水予報による基準」の「〇〇川〔△△〕」は、洪水

警報においては「指定河川である〇〇川に発表された洪水予報に

おいて、△△基準観測点で氾濫警戒情報又は氾濫危険情報の発表

基準を満たしている場合に洪水警報を発表する」ことを、洪水注

意報においては、同じく「△△基準観測点で氾濫注意情報の発表

基準を満たしている場合に洪水注意報を発表する」ことを意味し

ている。 

（2）気象情報 

    台風、大雨等の重要な気象現象の状態を具体的に説明し、特

別警報・警報・注意報を補完する必要がある場合に発表され

るものである。【例：台風情報、大雪情報等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）気象情報 

    気象情報は、注意報・警報と組み合わせて有機的に活用する 

   ことによって、防災効果を格段に高める機能を有しており、その機

能は次の 2 つの機能に大別される。 

① アラーム的機能 

   略 
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頁 改     正     後 改     正     前 
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 【記録的短時間大雨情報】 

   略 

 【指定河川洪水予報】 

   指定河川である〇〇川に発表された洪水予報において、△ 

△基準観測点で氾濫警戒情報、または、氾濫危険情報の発表 

基準を満たしている場合に洪水警報を、△△基準観測点で氾濫

注意情報の発表基準を満たしている場合に洪水注意報を発表

するもの。日吉津村では、国土交通省の指定河川で日野川が洪

水指定河川となっている。 

   洪水予報指定河川の洪水予報は、気象庁と国土交通省の機関 

が共同して、発表するものである。予報の種類は、洪水注意 

報と洪水警報の 2 種類があり、これらを補足するために洪水 

情報がある。 

 【竜巻注意情報】 

   竜巻、ダウンバースト等の激しい突風をもたらすような発達

した積乱雲が存在しうる気象状況にあるとき、雷注意報を補足

する情報として、竜巻注意情報を発表している。 

   情報の有効期間は、発表時刻から約 1 時間後（継続が必要な

場合は、改めて情報を発表） 

 

② 補完的機能 

   略 

（7）記録的短時間大雨情報 

   略 
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頁 改     正     後 改     正     前 
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（3）洪水予報 

 ① 水防法第 10 条、第 11 条及び気象業務法第 14 条の 2 第 2

項の規定により、洪水予報河川において、大雨により洪水の

おそれがあると認められる場合に、国においては国土交通

大臣が、県においては知事が気象庁と共同して、水位・流量

の現況及び予想を示した洪水予報を発表する。 

 ② 洪水予報が発表された場合は、県及び関係機関はあらか

じめ定められた通報系統図に従い、ファクシミリ等で迅速

かつ的確に情報伝達するものとする。 

 

【通報系統図：鳥取県・気象台が洪水予報を共同発表したとき】 
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【通報系統図：国土交通省・気象台が洪水予報を共同発表したとき】 

 

 ※1 国土交通省河川（国道）事務所及び県の市町村への通報は、

水防管理団体及び避難勧告等を判断する長への伝達であ

る。（平成 25 年 7 月 11 日水防法改正関係） 

 （4）また、県は当該洪水予報をホームページでも公表し、県民 

への周知及び注意喚起を図るものとする。 

 （5）村は当該洪水予報の情報伝達を受けた場合は、「第 6 節 避 

難計画 ４避難勧告等の発令、５避難勧告等の伝達」に定め 

るとおり、避難勧告等の発令について検討する。 
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頁 改     正     後 改     正     前 
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３ 特別警報・警報・注意報の発表及び解除 

 （1）略 

 （2）鳥取地方気象台が発表する特別警報・警報・注意報の発表及

び解除の通報については、以下の点に注意する。 

  ① 二種類以上の特別警報・警報・注意報を行った後において、

これらのうちの一部の特別警報事項、警報事項又は注意報事

項を継続する必要がある場合は、その特別警報・警報・注意

報を新たに行って切り替えるものとする。 

  ② 一種又は二種以上の特別警報・警報・注意報を行った後に

おいて、これらのうちの全部若しくは一部の特別警報事項・

警報事項・注意報事項を継続するとともに、新たな特別警報

事項・警報事項又は注意報事項を追加する必要がある場合

は、継続するものと追加するものとを併せて、二種以上の特

別警報・警報・注意報を新たに行って切り替えるものとする。 

 

４ 特別警報・警報・注意報の地域細分 

  特別警報・警報・注意報は市町村ごとに発表する。ただし、 

発表する情報量が多くなることから地域を簡潔に表示する目的 

で「一次細分区域」「市町村等をまとめた地域」を用いる場合が 

ある。 

 一次細分区域は「中・西部」、市町村等をまとめた地域は「米 

 

３ 気象警報等の発表及び解除 

 （1）略 

 （2）津波警報等の発表及び解除は、大阪管区気象台が行う。ただし、

気象業務施行令第 8 条により、災害により津波に関す 

   る気象庁の警報事項を適時に受けることができなくなった時、村

長が行うことがある。また、緊急処置として、地震発生後 30 分以

内に津波の来襲が予想される場合等には、鳥取地方気象台が「地

震津波情報」を発表することがある。 
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頁 改     正     後 改     正     前 
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49 

49 

49 
 

50 
 

 
 
 
 

 

子地区」、二次細分区域（市町村等）は「日吉津村」となる。 

 

５ 関係機関及び村民等への伝達 

６ 村における警報等の取扱い 

７ 気象警報等の伝達及び方法 
 ■特別警報・警報・注意報及び気象情報の伝達系統図 
 
８ 緊急地震速報、津波警報等、地震、津波情報等の伝達 
 （1）津波警報等及び地震情報等の発表並びに伝達 
    警報等は、気象業務法に定められたところにより気象庁が

これを行い、報道機関の協力を得て公衆に周知させるととも

に関係機関に通知するものとする。 
  ① 津波警報等 
   (ｱ)津波警報等の発表及び解除は、気象庁又は大阪管区気象台

が行う。ただし、気象業務法施行令第 10 条により津波に

関する気象庁の警報事項を適時に受けることができない

辺すう地及び災害により適時に受けることができなくな

った市町村の長が行う場合がある。 
   (ｲ)鳥取県は、全域が 1 つの予報区であり、津波予報区の名称

は「鳥取県」である。 
  ② 地震情報 
    地震に関する情報は、気象庁又は大阪管区気象台が行い、 

鳥取地方気象台は関係機関に伝達する。 
 （2）津波警報等及び地震情報等の伝達系統 
    気象庁又は大阪管区気象台から発表された津波警報等及 

び地震情報等の伝達系統及び方法は、■緊急地震速報の伝達 
系統図、■津波警報等の伝達系統図のとおりとする。 

 

 

 

４ 関係機関及び村民等への伝達 

５ 村における警報等の取扱い 

６ 気象警報等の伝達及び方法 

 ■気象警報の伝達系統図 
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９ 特別警報・警報・注意報及び気象情報の伝達先 

  前記の系統により村に伝達された特別警報・警報・注意報及び

気象情報は、次の方法により関係機関に伝達するものとする。 

 

10 雨量、水位等の収集計画 

11 被害状況等の収集、報告計画 

 

12 通信計画 

 （2）衛星携帯電話・無線電話の活用 

 ② 災害対策用移動通信機器等の借受 略 

 

 ■特別警報の伝達系統図 

 

７ 警報伝達先 

  前記の系統により村に伝達された気象警報及び重要な気象関係 

情報は、次の方法により関係機関に伝達するものとする。 

 

８ 雨量、水位等の収集計画 

９ 被害状況等の収集、報告計画 

 

10 通信計画 

 （2）衛星携帯電話・無線電話の活用 

  ② 災害対策用移動通信機器等の借受 略 
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第 4 節 災害広報・広聴計画 

２ 広報実施計画 

 （1）村における広報活動  本文略 

 

 

 

 

 

 

 

第 6 節 避難計画 

３ 避難勧告の発出及び伝達方法 

 （1）避難勧告の類型 

  

 

 

第 4 節 災害広報・広聴計画 

２ 広報実施計画 

 （1）村における広報活動  本文略 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6 節 避難計画 

３ 避難勧告の発出及び伝達方法 

 （1）避難勧告の類型 
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頁 改     正     後 改     正     前 
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※1 近隣の安全な場所：指定緊急避難場所ではないが、近隣のより安全な 

場所・建物等 

※2 屋内安全確保：その時点に居る建物内において、より安全な部屋等へ 

の移動 

注 突発的な災害の場合、市町村長からの避難勧告等の発令が間に合わない

こともあるため、自ら警戒レベル相当情報等を確認し避難の必要性を判

断するとともに、身の危険を感じたら躊躇なく自発的に避難する。特に、

津波について、居住者等は、津波のおそれのある地域にいるときや海沿

いにいるときに、地震に伴う強い揺れ又は長時間ゆっくりとした揺れを

感じた場合、気象庁の津波警報等の発表や市町村長からの避難指示（緊

急）の発令を待たずに、居住者等が自発的かつ速やかに立ち退き避難を

することが必要である。 

 

情報の種類 発令時の状況 住民等に求める行動 

避難準備・高齢

者等避難開始 

要配慮者等、特に避難行動に

時間を要する者が避難行動を

開始しなければならない段

階。人的被害の発生する可能

性が高まった状況 

要配慮者、特に避難行動に時

間を要する者は、計画された

避難場所への避難行動を開始

（避難支援者は支援行動を開

始） 

これ以外の者は、家族等との

連絡、非常用持出品の用意

等、避難準備を開始 

避難勧告 

通常の避難行動ができる者が

避難行動を開始しなければな

らない段階。人的被害の発生

する可能性が明らかに高まっ

た状況 

通常の避難行動ができる者

は、計画された避難場所等へ

の避難行動を開始 

避難指示（緊

急） 

・前兆現象の発生や現在の切

迫した状況 

・人的被害の発生する危険性

が非常に高いと判断された状

況 

・堤防の隣接地等、地域の特

性等から人的被害の発生する

危険性が非常に高いと判断さ

れた状況 

・人的被害が発生した状況 

避難勧告等の発令後で避難中

の村民は、確実な避難行動を

直ちに完了 

まだ避難していない対象村民

は、直ちに避難行動に移ると

ともに、その暇がない場合は

生命を守る最低限の行動 
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 （2）河川の氾濫等に係る避難勧告等の参考情報  本文略 

  ①避難勧告等発令の参考となる水位（河川等の氾濫） 

  (ｱ)洪水予報河川  《 表の差し替え 》 

 

  (ｲ)水位周知河川  《 表の差し替え 》 

 
 

 （2）河川の氾濫等に係る避難勧告等の参考情報  本文略 

  ①避難勧告等発令の参考となる水位（河川等の氾濫） 

  (ｱ)洪水予報河川  《 表の差し替え 》 

 

 

 

 

 (ｲ)水位周知河川  《 表の差し替え 》 
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５ 避難勧告等の伝達 

 （2）村が避難勧告等を発出したときは、当該情報を放送機関にＬ

アラートにより配信するものとする。その際、各放送機関には

テロップ放送やアナウンス等でできるだけ文字及び音声の両方

により、県（危機管理局）には県ホームページにより住民に避

難情報を伝達するよう依頼するものとする。 

５ 避難勧告等の伝達 

 （2）村が避難勧告等を発出したときは、当該情報を 6 放送機関

（ＮＨＫ鳥取、日本海テレビ、山陰放送、山陰中央テレビ、エ

フエム山陰、中海テレビ）及び鳥取県危機管理局に直接ファク

シミリ送信することにより、各放送機関にテロップ放送やアナ

ウンスを、県危機管理局には県ホームページにより住民等に避

難情報を伝達するよう依頼するものとする。また、鳥取県災害

情報配信システムを活用した情報発信も行う。 
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頁 改     正     後 改     正     前 

65 ７ 避難勧告、指示等の実施責任者及び根拠法令 

  

 

 

７ 避難勧告、指示の一覧 
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９ 指定緊急避難場所、指定避難所、福祉避難所及び避難の方法等 

（3）避難所等及び経路の表示 

   避難所及び経路を当該住民等に徹底させるため、防災地図等の 

作成配布を行うなど、機会あるごとに広報するほか、要所ごと 

に標札等により標示するものとする。 

 

 

 

 

 （4）避難の順位及び移送の方法 

  ① 避難の順位 

    避難させる場合は高齢者、乳幼児、子ども、傷病者、障がい

者、妊婦等避難行動要支援者を優先し、次いで、一般青壮年女

子、一般青壮年男子の順で避難するものとする。 

    また、災害の種別、災害発生時期等を考慮し、客観的に判断

して、先に災害が発生すると認められる地域内の居住者の避

難を優先するよう努めるものとする。 

 

１６ 避難場所外等の避難生活者への対応 

 （1）村は、やむを得ず、避難所に滞在することができない被災者

に対しても、食料等必要な物資の配布、保健師等による巡回健

康相談の実施等保健医療サービスの提供、正確な情報の伝達 

９ 指定緊急避難場所、指定避難所、福祉避難所及び避難の方法等 

（3）避難所等及び経路の表示 

   避難所及び経路を当該住民等に徹底させるため、防災地図等の 

作成配布を行うなど、機会あるごとに広報するほか、要所ごと 

に標札等により標示するものとする。 

 災害の種別、災害発生の時期等を考慮し、客観的に判断して、 

先に災害が発生すると認められる地域内の居住者の避難を優先 

するよう努めるものとする。 

 

 （4）避難の順位及び移送の方法 

  ① 避難の順位 

    避難させる場合は高齢者、乳幼児、子ども、傷病者、障が

い者及び女性を優先する。 
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   等により、生活環境の確保が図られるよう努めるものとする。 

 （2）村は、避難所以外で避難生活を送っている者の把握に努め、

必要な支援を行うとともに、指定避難所への移動を促すもの

とする。 

    また、避難場所で生活せず食事のみ受け取りに来ている被災

者等に係る情報の把握に努め、県への報告を行うもとする。 

 （3）車内生活等を送っている者に対しては、いわゆるエコノミー

症候群のおそれがあるため、予防リーフレット等を配布する

などして、早急に避難所への移動を促すとともに、必要に応

じて健康診断等を受診させるものとする。 

 （4）対応にあたっては、必要に応じて県・警察への協力を要請す

るものとする。 

 （5）災害時福祉支援チーム（ＤＣＡＴ）の派遣 

  ① 村は、大規模災害等の発生等により災害救助法が適用され、

又は適用される可能性のある場合、高齢者・障がい者等要配

慮者への適切な福祉支援を実施するため、県に対してＤＣＡ

Ｔの派遣を要請するものとする。 

  ② 県は、「鳥取県災害時福祉支援チーム設置運営要綱」及び「鳥

取県災害時福祉支援チームマニュアル」に基づき、県社会福

祉士会、県介護福祉士会及び県介護支援専門員連絡協議会等

協力団体へ派遣要請を行い、協力団体が設置する福祉チーム

事務局は、被災地市町村と派遣調整等を行い、ＤＣＡＴを派 
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遣する。 

 

第 24 節 隣保互助、民間団体活用計画 

４ 協力要請 

 （2）日赤奉仕団の協力を必要とする場合は、本部長は日赤鳥取

県支部あてにその要請を行い協力を求める。 

 

 

第 26 節 応援・受援計画 

１ 目的 

  本計画は、災害が発生した場合において、県及び市町村が災害 

応急対策を含む業務の継続に必要な資源を確保するため、災害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 24 節 隣保互助、民間団体活用計画 

４ 協力要請 

 （2）日赤奉仕団の協力を必要とする場合は、本部長は知事（県

福祉保健部福祉保健課）あてにその要請を行い協力を求め

る。 

 

 

【ＤＣＡＴとは】（ディーキャット） 

  県と災害時における協力に関する協定を締結した、県

社会福祉士会、県介護福祉士会、県介護支援専門員連絡協

議会等の会員である福祉専門職により構成する応援派遣

チームで、災害が発生した際に、避難所、福祉避難所及び

被災者宅等において、要配慮者に関するニーズを聞き取

り、福祉的な課題に対応して、福祉避難所へのつなぎや関

係機関への受入れを調整する等、必要な支援を行う。 
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 の規模や被災地のニーズに応じて他の地方公共団体等から円滑に

応援を受け、又は応援することを目的とする。 

 

２ 受援計画 

（1）組織体制 

① 村は、災害対策本部体制に、組織の規模や特性等を踏まえて、

受援に関するとりまとめ業務を専任する班・担当として「受援

班」若しくは「受援担当」（本節において以下「受援班等」とい

う。）を設置する。 

② また、災害対策本部の各班や各課に、各業務についての受援

に関する専門的な業務を行うため、受援の業務担当窓口を設置

する。 

（2）所掌事務 

 ① 村（受援班等） 

   受援班等の主な役割は次のとおりとする。 

 (ｱ) 受援に関する状況把握・とりまとめ 

   庁内における人的・物的資源ニーズ（品目、期限、数量な

ど）及び受入状況の取りまとめを行う。 

 (ｲ) 資源の調達・管理 

   ・人的・物的資源の過不足を整理する。 

   ・被災地の状況を踏まえ、今後求められる業務内容を検討

し、必要となる資源を見積もる。 
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    ・今後、必要となる人的・物的資源の応援や要請の調整を

行う。 

  (ｳ) 庁内調整 

    ・受援に関する状況について、災害対策本部内で共有する。 

    ・庁舎内の実施部、災害対策本部事務局の各担当等との調

整の必要性を検討する。 

  (ｴ) 調整会議の開催 

    必要に応じて、受援に関する調整会議を開催する。 

  (ｵ) 応援職員への支援 

    応援職員の応援活動等が円滑に行われる環境(待機場所、資

機材等)を提供する。 

 ② 村（受援業務の担当窓口） 

   受援業務の担当窓口の主な役割は次のとおりとする。 

  (ｱ) 受援に関する状況把握 

    各々の業務における人的・物的資源ニーズ（品目、期限、

数量など）及び受入状況を取りまとめる。 

  (ｲ) 資源の調達・管理 

    ・人的・物的資源の過不足を整理する。 

    ・業務担当班・課の中で、被災自治体の職員と応援職員の

業務分担を明らかにする。 

    ・業務の実施状況を踏まえ、今後、求められる業務内容を

検討し、必要となる資源を見積もる。 

 

 



－ 56 － 
 

頁 改     正     後 改     正     前 

103 

 

    ・今後、必要となる人的・物的資源を要請し、配置の計画

をする。 

  (ｳ) 受援班等への報告 

    受援に関する状況について、受援班等に報告する。 

  (ｴ) 調整会議への参加 

    受援班等が実施する調整会議に参加する。 

  (ｵ) 応援職員への支援 

    個別の業務を実施するにあたり、応援職員の応援活動等が 

円滑に行われる環境(待機場所、資機材等)を提供する。 

 （3）応援要請の手順及び受入 

  ① 自治体の応援 

    風水害等対策編第 2 章災害予防計画第 20 節「自治体の広

域応援体制の整備計画」による。 

  ② 自衛隊 

    風水害等対策編第 3 章災害応急対策計画第 28 節「自衛隊

災害派遣要請計画」による。 

  ③ ヘリコプター 

    風水害等対策編第 3 章災害応急対策計画第 8 節「消防防災

ヘリコプター活用計画」による。 

（4）資機材の受援 

    風水害等対策編第 3 章災害応急対策計画第 30 節「機械資

機材の整備計画」による。 
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 （5）受援の際に配慮すべき事項 

    県、市町村は、応援職員の受入にあたり、次の点に配慮する

よう努める。なお、応援のため参集した他の機関については、

被災自治体への負担を避けるためできる限り自己完結型とす

ることを原則としている場合があることから、応援や被災状

況等の実態を踏まえて対応することとする。 

  ① スペースの確保 

    応援側の現地本部として執務できるスペースや、活動拠点

における作業スペース、待機・休憩スペース、駐車スペース

を可能な限り提供する。 

  ② 資機材の提供 

    執務を行う上で必要な文具や、活動を行う上で必要な資機

材を可能な範囲で提供する。 

  ③ 執務環境の整備 

    執務できる環境として、可能な範囲で机、イス、電話、イ

ンターネット回線等を用意する。 

  ④ 宿泊場所に関するあっせん等 

    応援職員の宿泊場所の確保については、応援側での対応を

要請することを基本とするが、状況に応じて宿泊可能な場所

の情報提供やあっせんなどを行う。 

    被災状況によって、ホテル等の確保が困難な場合は、避難

所となっていない公共施設や庁舎等の会議室、避難所の片隅 
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   等のスペースの提供を検討する。 

 （6）ボランティアとの連携 

    県、市町村は、社会福祉協議会、被災地での支援活動に協力

する NPO・NGO 等のボランティア団体との連携を図るとと

もに、中間支援組織を含めた連携体制の構築を図り、必要に

応じて災対対策本部への参加を求めたり、情報共有のための

連絡調整会議を開催することなどを通じて、被災者の支援ニ

ーズや支援活動の全体像を把握することにより、連携の取れ

た支援活動を展開するよう努めるとともに、ボランティアを

行う者の生活環境に配慮するものとする。 

    また、プロボノ（職業上持っている知識・技能、資機材を

活かして社会貢献するボランティア）についても、連携を図

る。 

 

３ 応援計画 

 （1）応援の基本方針等 

  ① 村における応援の基本方針は次のとおりとする。ただし、

被災地の状況に応じて適宜修正する。 

  (ｱ) 安全を第一に考える 

  (ｲ) 被災者・被災自治体の目線での対応を心掛ける 

  (ｳ) 指示待ちをせず、積極的に被災自治体の職員を支援する 

  (ｴ) 応援にあたり、衣食住等は自己完結を目指し、被災自治体 

 

 



－ 59 － 
 

 

 

頁 改     正     後 改     正     前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

104 

 

 

 

 

104 

   の手をできるだけ煩わさない 

  (ｵ) 健康管理に十分気をつける 

  (ｶ) 後に入る応援職員への引継ぎまでが応援業務であること

を意識する 

  ② 応援職員の携行品としては、次に例示するものとする。 

    食料、飲料水、寝袋、毛布、パソコン（タブレット端末）、

通信機器、デジタルカメラ、地図、車両等の移動手段、燃料

の携行缶、個人装備（防寒着、ライト、ヘルメット、手袋、

マスク、筆記用具等）、その他（トイレパック、ウェットティ

ッシュ、充電器等） 

 （2）組織体制 

    村は、県外における災害で他県を応援する場合、その状況に

応じ、応援業務を総括するための組織（支援本部等）を設置

するとともに、防災担当課において「支援担当窓口」等を設

置するよう努める。 

 （3）所掌事務 

    村の支援本部等の主な役割は次のとおりとする。 

  ① 応援に関する状況把握・とりまとめ 

    庁内における人的・物的資源の応援状況（品目、期限、到

達状況、数量など）を取りまとめる。 
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  ② 応援に係る資源管理 

    ・被災県・市町村における人的・物的資源に関するニーズ

と現状の応援状況を整理する。 

    ・今後、必要となる人的・物的資源の内容を検討し、必要

に応じて応援計画の作成や事前準備を行う。 

  ③ 庁内調整 

    ・応援状況について、庁内において共有する。必要に応じ

て関係機関等とも共有する。 

    ・他の応援との調整の必要を検討する。 

  ④ 応援の検討 

    必要に応じて、支援本部会議等により応援の要否、内容等 

について調整・検討を行う。 

  ⑤ 応援職員に対する支援 

    ・派遣する応援職員に、被災地の状況について情報提供を

行う。 

    ・派遣する応援職員の応援先での宿泊場所と被災地内外の

車両など移動手段を用意する。 

    ・応援に入る際の携行品、応援業務に必要な資機材につい

て準備する。（応援職員に準備をさせる場合もある） 

    ・派遣中の応援職員向けの調整・相談窓口を設け、応援業

務の後方支援を行う。 

    ・適切な業務の引継ぎを可能とする応援ローテーション計 
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     画を作成し管理する。 

 （4）応援の手順 

    風水害等対策編第 2 章災害予防計画第 20 節「自治体の広域

応援体制の整備計画」による。 

 

第 27 節 水防計画 

第 28 節 自衛隊災害派遣要請計画 

１ 目的 

  この計画は、大規模災害により著しい被害が発生し、人命又は 

財産の保護のため自衛隊法第 83 条の規定に基づく自衛隊の部隊 

又は機関（以下「部隊等」という。）の災害派遣を要請する場合、 

その手続き等を定め円滑なる実施を図ることを目的とする。 

 

２ 実施責任者 

  災害派遣の要請は、本部長（村長）が知事に対して行う。ただ 

し、緊急時若しくは知事への連絡が不能な場合、本部長は直接部 

隊へ災害の状況を報告し、事後知事へ報告するものとする。緊急 

の場合で本部長が不在等の場合には、次の順位で災害派遣の要請 

を行う。 ～略～ 

 

３ 災害派遣要請基準 

 （1）～（5）略 

 

 

 

 

 

第 26 節 水防計画 

第 27 節 自衛隊災害派遣要請計画 

１ 目的 

  災害に際し、人命、財産の保護のため自衛隊の派遣を要請する 

 場合、その手続き等を定め円滑な実施を図ることを目的とする。 

 

 

 

２ 実施責任者 

  災害派遣の要請は、本部長（村長）が知事に対して行う。ただ 

し、緊急の場合で本部長が不在等の場合には、次の順位で災害派 

遣の要請を行う。 ～略～ 

 

 

 

３ 災害派遣要請基準 

 （1）～（5）略 
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  なお、災害に際し被害がまさに発生しようとしている場合にお

いても予防派遣として、その要請を行うことができる。また、自

衛隊は、災害に際して特に緊急を要し、災害派遣要請を待ついと

まがないと認めるとき（通信等の途絶により自衛隊の部隊等が知

事等と連絡が不能である場合に、村から災害に関する通報を受け、

直ちに救援の措置を取る必要があると認められる場合を含む）は、

自衛隊法第 83 条第 2 項ただし書きの規定により知事の要請を待

たないで部隊を派遣することがある。 

 

４ 災害派遣の要請手続き 

 （1）本部長は、災害派遣を必要とするときは、資料編第 3 章第 28

節第 1 表に定める「部隊等の災害派遣要請申請書」に次の事

項を記載し、知事（県本部事務局又は県危機管理局（危機対

策・情報課））に部隊等の派遣要請を要求するものとする。 

ただし、事態が緊迫し、文章で申請することができないと

きは、本部長は電話等で知事（県本部事務局又は県危機管理

局（危機対策・情報課））に通知し、事後速やかに申請書を提

出しなければならない。この際、要請事項が未定の場合であ

っても、時機を失することなく県に要請を求めるよう努める

ものとする。 

なお、知事への連絡が不能な場合は、本部長がその旨及び

村域に係る災害の状況を直接部隊に報告し、事後知事へ報告 

  なお、予防のための派遣については災害に際し、被害がまさに 

発生しようとしている場合において、災害派遣の要請を受け、事 

情的やむを得ないと当該部隊等が判断したときのみ行われる。 

 また、応急対策の措置については緊急度の高い公共的なもので 

最小限の応急措置のみを行い、その後の一般的な措置は行われな 

い。 

 

 

 

４ 災害派遣の要請手続き 

 （1）本部長は、災害派遣を必要とするときは、資料編第 3 章第 28

節第 1 表に定める「部隊等の災害派遣要請申請書」により、

知事（危機管理局）に部隊等の派遣要請をするものとする。 

    ただし、事態が緊迫し、文章で申請することができないと

きは、本部長は電話等で知事（危機管理局）に通知し、事後

速やかに申請書を提出しなければならない。 

 

 

 

 

なお、知事への連絡が不能な場合は、本部長が直接部隊へ

災害状況を報告し、事後知事へ報告するものとする。 
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するものとする。 

   ①災害の状況及び派遣を要請する理由 

   ②派遣を希望する期間 

   ③派遣を希望する区域及び活動内容 

   ④その他参考となるべき事項 

 

第 29 節 交通施設災害応急対策計画 

 

第 30 節 機械資機材の整備計画 

５ 応援要請 

  村だけでは建設機械の十分なる確保が不可能な場合は、災害対 

 策基本法第 67 条、68 条及び「災害時の相互応援に関する協定書」 

に基づき県或いは他の市町に次の事項を明示し、応援要請を行う 

ものとする。 

  また、その状況によっては、自衛隊の災害派遣要請（本章第 27 

節参照）も考慮する。 

 なお、「災害時の相互応援に関する協定書」に基づく応援要請の 

手続等は、協定に定めるところによるものとする。 

 （1）～（6） 略 

 

第 31 節 海上等流出油災害応急対策計画 

第 32 節 大規模事故応急実施体制の整備計画 

 

 

 

 

 

 

第 28 節 交通施設災害応急対策計画 

 

第 29 節 機械資機材の整備計画 

５ 応援要請 

  村だけでは建設機械の十分なる確保が不可能な場合は、県或 

 いは他の市町に次の事項を明示し応援要請を行うものとする。 

 

 

  なお、その状況によっては、自衛隊の災害派遣要請（本章第 27 

節参照）も考慮する。 

 

 

 （1）～（6） 略 

 

第 30 節 海上等流出油災害応急対策計画 

第 31 節 大規模事故応急実施体制の整備計画 
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第 1 章 総則 

第１節 計画作成の目的 

   この計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以 

下「災対法」という）第４２条の規定に基づき、村民の生活の各 

分野にわたり重大な影響を及ぼすおそれのある地震災害に対処

するため、村の地域における地震災害に係る災害予防、災害応急 

対策及び災害復旧に関し、日吉津村区域内の公共団体、公共的団

体その他防災上重要な施設の管理者が処理すべき事務又は業務

の要綱を定め、これにより防災活動を総合的かつ計画的に推進

し、村民の生命、身体及び財産を地震災害から保護するとともに、

災害による被害を軽減し、もって社会秩序の維持と公共の福祉の

確保に資するのに必要な防災に関する基本的事項を総合的に定

めることを目的とする。 

 

第３節 計画の基本方針 

   この計画は、本村の自然的、社会的条件等を十分に勘案し、 

地域の実情に即したものとするとともに、大規模広域災害等に 

関する経験と対策の積み重ね等により適宜見直しに取り組むも 

のとする。 

   また、この計画は、防災関係機関の責任を明確にするととも 

第 1 章 総則 

第１節 計画作成の目的 

   この計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以 

下「災対法」という）第４２条の規定に基づき、村民の生活の各

分野にわたり重大な影響を及ぼす恐れのある地震災害に対処す

るため、村の地域における地震災害に係る災害予防、災害応急対

策及び災害復旧に関し、村、地方行政機関及び地方公共機関等の

防災関係機関が処理すべき事務又は業務の大綱等を定め、これ

により防災活動を総合的かつ計画的に推進し、村土及び村民の

生命、財産を地震災害から保護するとともに、災害による被害を

軽減し、もって社会秩序の維持と公共の福祉の確保に資するの

に必要な防災に関する基本的事項を総合的に定めることを目的

とする。 

 

第３節 計画の基本方針 

    

 

 

 

この計画は、防災関係機関の責任を明確にするとともに、総 
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120 に、総合的かつ計画的な震災対策の整備と推進を図るものであ 

り、計画の作成及び推進にあたっては、下記に掲げる事項を基 

本とする。 

 （1）災害時の被害を最小化する「減災」の考えに基づく災害対策を

推進する。 

 （2）「自らの安全は自らが守る」との観点から村民・事業所の役割

を明示する。 

 （3）村、県、防災関係機関及び住民の連携を推進する。 

 （4）防災関係機関相互の協力体制を推進強化する。 

 

 

 （5）被害を最小限に食い止めるための予防対策、災害発生時の応急

対策及び復旧対策を含む総合的な防災計画の確立を図る。 

 （6）各項目に関し、責任担当部署、必要な措置及び連携について明

示する。 

 （7）女性及び高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に配慮を要 

する者（以下「要配慮者」という。）の多様な視点を活かした対

策の推進を図る。 

    具体的には、次に掲げる項目に基づき、実施体制の整備及び対

策の推進に努めるものとする。 

     ①～③ 略 

 （8）関係法令を遵守した計画の策定、対策の実施を行う。 

合的、計画的な震災対策の整備ならびに推進を図るものであり、 

計画の樹立及び推進にあたっては、下記の諸点を基本とする。 

 

 

 

 （1）自主防災体制の確立 

 

 （2）村、県、防災関係機関及び村民それぞれの役割と連携 

 （3）防災関係機関相互の協力体制の推進 

 （4）災害対策事業の推進 

 （5）関係法令の遵守 

 

 

 

 

 （6）女性、避難行動要支援者等の多様な視点を活かした対策の推

進 

 

     具体的には、次に掲げる項目に配慮するものとする 

 

   ①～③ 略 

 



－ 66 － 
 

頁 改     正     後 改     正     前 

120 

 

 

 

 

 

 

 

123 

124 

第 4 節 他の計画及び他の法令に基づく計画との関係 

   この計画は、「鳥取県地域防災計画」及び「日吉津村総合計画」 

の諸施策と整合性を図りながら策定する。 

   なお、強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災

等に資する国土強靭化基本法（平成 25 年法律第 95 号）第 13 条

に基づく「鳥取県西部町村国土強靭化地域計画（平成 30 年 3 月

策定）」は、本計画の指針の一つである。 

 

第 10 節 被害想定 

２ 津波の想定 

 （1）設定条件 
想定項目 地震想定内容 

設定条件【ケース 1】 
 平成 30年 3 月 鳥取県地震防災調査研究委員会作成の津波 

 県独自モデルによる津波浸水想定 

 断 層 名  佐渡島北方沖断層 

 断層中心の位置  北緯 40度 30 分 78 秒、東経 138 度 72 分 87 秒 

 断層上端の深さ  0km 

 規   模  マグニチュード 8.16 

 津 波 高  4.9m 
海面変動30cm到達時間  1 時間 53 分 

  

 

 

 

 

第 4 節 他の計画及び他の法令に基づく計画との関係 

   この計画は、「鳥取県地域防災計画」及び「日吉津村総合計画」 

の諸施策と整合性を図りながら策定する。 

 

 

 

 

 

第 10 節 被害想定 

２ 津波の想定 

 （1）設定条件 
想定項目 地震想定内容 

 設定条件 
 平成 23年 7 月 鳥取県津波対策検討委員会作成の津波 

 浸水予想図に基づく 

 断 層 名  佐渡島北方沖断層 

 断層中心の位置  北緯 40度 31 分、東経 138 度 73 分 

 断層上端の深さ  0km 

 規   模  マグニチュード 8.16 

 津 波 高  3.99m 
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想定項目 地震想定内容 

設定条件【ケース 2】 
 平成 26 年 日本海における大規模地震に関する調査検討会 

 国による津波浸水想定 

 断 層 名  F55 

 断層位置 
 北緯 35度 75 分 69 秒、東経 134 度 41 分 38 秒 

 北緯 35度 65 分 30 秒、東経 133 度 65 分 80 秒 

 断層上端の深さ  1.1km 

 規   模  マグニチュード 7.48 

 津 波 高  1.4m 
海面変動30cm到達時間  24 分 

 

（2）津波浸水予測 

    ケース 1 については津波高も高く、日野川河口付近から海川

新田にかけての海岸から約 200m～300m の幅で浸水すること

が予想される。 

    また、ケース 2 については津波高はケース 1 に比べて低いも

のの、海面変動 30cm 到達時間が 24 分と短いため、迅速な避

難が求められる。浸水は海岸管理道までの範囲と予想される。 

（3）留意事項 

    この条件以外にも、国が行った断層によるモデル等があり、そ

れぞれ影響の特徴が異なることに留意する。 

    また、被害想定は一定の条件下におけるシミュレーション結

果であり、実際に発生した場合の影響と大きな差異が生じ得る 

   ものであることにも留意する。 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

（2）津波浸水予測 

   日野川河口付近から海川新田にかけての海岸から約 200m

～300m の幅で浸水することが予想される。 
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第 2 章 災害予防計画 

第 7 節 津波災害予防計画 

５ 要配慮者利用施設における体制整備 

 （1）村は、平時から社会福祉施設、学校、医療施設などの要配慮

者が利用する施設（以下「要配慮者利用施設」という。）での

災害時の受入・支援体制を整備するものとする。また、津波

防災地域づくり法の規定に基づき指定された、津波災害警戒

区域内の要配慮者利用施設に係る警戒避難体制の整備を行う

ものとする。 

  (ｱ)災害時の応援協定の締結 

  (ｲ)福祉避難所としての指定 

  (ｳ)災害時の連絡経路及び支援体制の確立 

  (ｴ)施設利用方法等を確認 

 （2）村は、県及び施設管理者と連携して、要配慮者利用施設の防

災設備、資機材の整備、施設内職員の防災組織、緊急連絡体

制の整備及び防災教育・訓練の充実に努めるものとする。 

 （3）村は、避難所予定施設のバリアフリー化の推進に努めるもの

とする。 
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 （4）日吉津村地域防災計画にその名称及び所在地が定められた要

配慮者利用施設の所有者又は管理者は、津波防災地域づくり

法に基づき、避難確保計画を策定し、避難訓練を実施するも

のとする。なお、津波防災地域づくり法に基づく津波災害警

戒区域内の要配慮者利用施設は、下表のとおりである。 

津波災害警戒区域内の要配慮者利用施設一覧 

分類 施設名 所在地 
基準水位 

（最大） 

社会福祉施設 サンライズひえづ 今吉 202‐1 0.3m 

社会福祉施設 チューリップホーム 今吉 204‐1 0.5m 

 

６ 津波注意報、津波警報発表時の措置  本文略 

 

７ 津波予報等  本文略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 津波注意報、津波警報発表時の措置  本文略 

 

６ 津波予報等  本文略 

 

 

 


